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   退院・退所加算の算定要件について（通知） 

 

 日頃から、本市介護保険事業運営について、ご理解とご協力をいただきありがとうございます。 

 本市が平成２４年４月２５日付けで通知いたしました「退院・退所加算の算定要件について（通

知）」に関し、皆様からの要請等を踏まえ、広島県を通じ厚生労働省へ再度の確認を行った結果、

算定要件に関し新たに見解が加わりました。 

 つきましては、退院・退所加算の算定要件に関し、居宅サービス計画の内容が変更されたかで

はなく、※居宅サービス計画の作成に係る一連の業務が行われたかで判断することとなりますの

で、下記のとおり取り扱っていただきますようお願いいたします。 

 

※ 居宅サービス計画の作成に係る一連の業務とは基準第 13条第 3号から第 11号までに掲げる

一連の行為をいう。 

記 

 

 当該加算の算定要件は、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年

厚生省告示第２０号）ホの注において「当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療

所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必

要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービ

スの利用に関する調整を行った場合」と定められていることから、職員と面談を行い当該利用者

に関する必要な情報提供を受けた結果、計画の変更がないことから、居宅サービス又は地域密着

型サービスの調整を行わない場合には算定できない取扱いとなる。ただし、居宅サービスの変更

として、一連の業務を行い、居宅サービス又は地域密着型サービスの調整を行った場合は、居宅

サービス計画が、結果的に変更前と同様となった場合であっても算定できる。 

 

※ なお、上記内容のＱ＆Ａは、広島県のホームページに掲載されています。 

 広島県トップページ > 組織でさがす > 健康福祉局 > 介護保険課 > 平成２４年度介護報酬

改定のページにある「Ｈ２４年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ【広島県版】」を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 
広島市介護保険課事業者指導係 
（電話：082-504-2183 fax：082-504-2136） 


